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算数の問題と採点手続きの検討
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   This study investigated math problems and scoring procedure in Curriculum-Based Measurement （CBM）, with 

an aim toward introducing standards in Japan.  In the United States, CBM is useful for monitoring the progression 

of students’ learning within the Response to Intervention （RTI） movement. In the computation of CBM score, 

the scoring procedure was to award points for each digit in the correct place and for identification of correct units 

in the answer.  The points were summed to give the total score. Two studies as part of this investigation were 

conducted. In the first study, 44 university students were asked to answer difficult and easy math problems and the 

basis of assessment was the total score.  In the results, participants performed better on the easy problems, both in 

terms of the total score and the subscore for correct digits.  In the second study, 38 university students were asked 

to solve two different types of problems that had the same difficulty, and they were assessed based on the total 

score.  Results indicate that there were no significant differences between the two types of problems.  These results 

are discussed with respect to the introduction of standards in Japan and the necessity of computer applications and 

consultation services for CBM.
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Ⅰ．問題と目的

1．RTIとそれを支える CBM
1）学習障害の認定を巡る動向
　アメリカ合衆国（以下米国）では，わが国と同様に
特殊教育の見直しが行われ，2002 年に特殊教育にお
け る エ ク セ レ ン ス に 関 す る 大 統 領 諮 問 委 員 会

（Presidentʼs Commission on Excellence in Special 
Education）の報告書「新しい時代：子どもとその家
族のための特殊教育の復興」が出された（U.S. 
Department of Education, 2002）．その諮問した背景の
中には，①特異な学習障害者のうち，80％は単にど
のように読むかを学習していないだけであること，②
マイノリティにある子どもが特殊教育のいくつかのカ
テゴリーに過剰に表されていること，などが指摘され
ている．この委員会の出した勧告は，勧告 1：過程よ
りも結果に注目しなさい，勧告 2：失敗のモデルでは

なく予防的なモデルを取り入れなさい，勧告 3：障害
のある子どもを通常教育の子どもとしてまず考えなさ
い，であった．勧告 2 では，現在のモデルが子どもが
失敗するまで待たなければならないモデルであるのに
対して，科学的な基礎をもつ指導と教授方法を用いて，
早期の認定と迅速な支援に向けてシステムを動かすこ
とが提案されている．勧告 3 では，これまでの通常教
育と特殊教育という二重の会計システムの問題点が指
摘された．
　この大統領委員会の勧告を受けて，2004 年に障害
の あ る 人 の 教 育 法（Individuals with Disabilities 
Education Acts）が改訂された．その中には，特異な
学習障害の児童生徒を認定する方法において重大な変
化を導く条項が含まれていた（IDEIA, 2004）．それは，
州によって採用された基準が，①子どもが学習障害を
もつかどうかを決定するために，知的能力と学力の間
の重度のディスクレパンシーの使用を必要としない，
②科学的で，研究に基づく介入への子どもの応答によ
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るプロセスを使用できなければならない，と規定され
たことである．この規定は，これまで学習障害の認定
方法として問題が多い（例えば，干川，1999）にも
かかわらず，運用上の利点からほとんどの州で採用さ
れていたディスレパンシーモデルを排除し，「介入へ
の応答（Response to Intervention：以下 RTI）」へと大
き く 方 向 転 換 を し た こ と を 示 す も の で あ る

（Grigorenko, 2009）．
2）RTI
　RTI は，単に学習障害の認定だけでなく，卓越した
教育改革の一つとして位置づけられている（Gilbert, 
Compton, Fuchs, Fuchs, Bouton, Barquero, & Cho, 
2013）．RTI は学習障害のある児童生徒に限らず，学
力にリスクのある児童生徒の成績を改善することをね
らった通常教育の予防システムにまで発展してきた

（Kratochwill, Volpiansky, Clements, & Ball, 2007）．加
えて，予防的なプログラムがより大きな効果性をもち，
指導が開始される前に問題が発生するのを防ぐ予防プ
ログラムとしてコスト面で効果的であることが指摘さ
れている（例えば，Torgensen, 2002）．RTI の特徴は，
多層によるシステムである．主に 3 層での支援体制が
確立され，第 1 層では，通常の学級においてユニバー
サルなスクリーニングを行い，個々の学業の成長がモ
ニターされる．そこでクラスメイトよりも著しく低い
リスクのある児童生徒は，第 2 層へと移される．第 2
層では予防的な小グループの指導を受け，その進捗状
況はモニターされる．第 2 層に反応せず効果的な指導
から利益を得られなかった人は第 3 層へと移る．第 3
層ではこれまでの特殊教育と同様に集中した個別化さ
れた指導を実施する（Gilbert et al., 2013）．
　RTI では，これまでの一度限りの（high-stakes）の
アセスメントではなく，介入がどのように学力を押し
上げているかを継続的に評価する必要がある．そのた
め，RTI では進捗状況をモニターするための手立てが
用いられている．海津（2006）は，進捗状況のモニ
タリングによって，①子どもの学力の伸びに注目，②
環境（教示法や教材等）に関する問題と子ども自身の
つまずきとの識別が可能，③指導を計画する上での手
がかりの獲得，④指導が効果的であったか否かについ
ての教員自身の評価の推進，のメリットを上げている．
Fuchs, Mock, Morgan, and Young （2003）は，RTI の基
本的な要素の一つは，スクリーニングと進捗状況モニ
タリングのための技術的に十分なシステムであると述
べている．RTI ではその多くで，進捗状況をモニター
するためにカリキュラムに基づく尺度（Curriculum 
Based Measurement：CBM, Deno, 1985）が用いられ
てきた．わが国では，進捗状況のモニタリングとして，
わずかに海津・田沼・平木・伊藤・Vaughn （2008）に

よる多層指導モデル（MIM）があるに過ぎない．

2．CBMとは何か？
　児童生徒の学力の進捗状況を把握するためには，こ
れまで商業的な基準に準拠した学力テストが用いられ
てきたが，教えられたカリキュラムとテストされる内
容とが必ずしも一致しないとの指摘がある（Jenkins 
& Pany, 1978; Shapiro & Derr, 1987）．また，教師が児
童の進捗を評価するために児童の学力の非公式化な観
察に頼っており，実際の児童の学力と児童の学力の教
師の判断との間に乖離があり，学力テストの結果が指
導 に 生 か さ れ て い な い こ と が 指 摘 さ れ て い る

（Salmon-Cox, 1981）．教師は主に非公式な観察に頼る
ことが多いが，その際の信頼性や妥当性が問題となる．
　1978 年，連邦教育局は全米の 5 大学に学習障害の
研究を委託し，ミネソタ大学学習障害研究施設

（Institute for Research on Learning Disabilities）には，
1983 年まで学習障害の評価（assessment と evaluation）
を委託した（干川，2000）．その中で，ミネソタ大学
の Staley L. Deno 博士を中心とする研究グループは
CBM を開発した．CBM は，読みでは，基礎リーダー
からランダムに選択された教科書の文章を 1 分間声を
出して読み，間違えずに生徒が読んだ単語の数を数え
る方法である．また，算数では，学年と一致した教科
書から引き出された計算問題の 2 分間での正答だけで
なく，計算の途中で正しい位置に書かれた答えの数を
数える方法である．
　CBM はよく，体温や血圧など日常にある体温計や
血圧計などで測定できる「バイタルサイン」に例えら
れる（Deno, 1985）．つまり，教師は単純で妥当性が
あり効果的な手続きとして CBM を用い，もしも平均
からのレベルや個人内での進捗が基準に達しないとす
れば，教え方や本人の学習に何らかの課題があるとし
てさらに精密検査をしなければならない．バイタルサ
インとしての CBM を定期的に実施することによって，
学習のつまずきについて追加の検査が必要なのかどう
かを教師が判断する物差しをもつことができるという
利点がある（Deno, 1985; Deno & Fuchs,1987）．CBM
は 1 分間で実施でき，定期的に児童生徒の学習の進捗
状況をモニターすることができる．また，これまでの
研究から CBM は単に読みの能力だけでなく，文章理
解などの全体的な国語能力を示すことが実証的に示さ
れてきた（Marston, 1989; Deno, 1985）．

3．CBMのもつメリット
　CBM を標準化することによって，次のようなメ
リットが考えられる．それは CBM によって，①特別
支援教育と通常教育の場による指導の効果を比較検討
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できること，②ユニバーサルデザインの授業づくりな
どの新しい指導方法が提案されたときにその指導の効
果を客観的に把握できること，③学習障害の児童生徒
の通級による指導の対象となるのか指導を終了するの
かの評価基準ができること，である．
　①について，米国では研究者の多くはインクルー
ジョンへの流れの中で，特殊教育と通常教育との指導
の効果の違いを CBM を用いて比較してきた．その研
究の多くは，特殊教育による指導の効果を示すもので
あ っ た（ 例 え ば，Fuchs, Fuchs, & Fernstrom, 1993; 
Fuchs, Roberts, Fuchs, & Bowers, 1996）．Marston

（1988）は，時系列の変化から特殊教育の効果につい
て比較した．その結果，特殊教育としてリソースルー
ムで教えられたときに，生徒の成績は 2 倍の速度で進
捗したことを示し，11 人の軽度障害のある子どもの
うち 10 人に効果が示されたことを明らかにした．し
たがって，CBM を標準化することができれば，指導
の場の違いによる効果を場を越えて評価することがで
きる．
　②について，CBM は学習障害に限らず通常の学級
にいる児童生徒の進捗状況をモニターすることができ
る．進捗状況をモニターすることができれば，指導の
途中で不適切な介入方法を修正することや最終目標を
修正することができる．今日，ユニバーサルデザイン
の授業づくり（廣瀬・桂・坪田，2009）が実施され，
通常の学級の中で発達障害のある児童も含めて，授業
方法が工夫されるようになった．しかし，ユニバーサ
ルデザインの授業づくりを導入することで生じる学習
の評価は，必ずしも十分ではない．新しい介入方法の
効果を評価する際に CBM のような評価方法がわが国
でも標準化できると，その方法の効果をより客観的に
把握することができるであろう．
　③について，CBM のような全体成果尺度が作成で
きれば，指導の効果により特別支援教育の措置の判断
に活用することができる．現在，わが国においては通
級による指導の対象を決定する基準が明確でない．多
くの判断は，就学指導委員会に任せられており，市町
村や通級指導教室でその判断がまちまちである．もし
も日本版の CBM という基準を作成することができれ
ば，学習のつまずきのレベルと成長の二重の乖離

（dual discrepancy）によって児童生徒を評価すること
ができる．したがって CBM の二重の乖離によって，
対象児が通級による指導の対象なのか，また指導によ
り通級による指導をやめるのかを判断することができ
る．

4．わが国における CBMの必要性
　CBM はこのようなメリットがあるにもかかわらず，

わが国ではほとんど紹介されてこなかった．ではなぜ
これまでわが国では，CBM が注目されてこなかった
のであろうか．米国では日本の学習指導要領のような
National Curriculum Guideline がなく，児童生徒が当
該学年の学習内容を習得したかどうかを判断するため
に，標準学力検査が発達してきた．一方，わが国では
学習指導要領に基づき教育課程が編成され，それに対
応する形で教科書が作成され，その学年の内容を習得
したかどうかは，教科書の単元ごとの単元末テストや
期末テストを評価することで判断されてきた．商業的
なテストやドリルは主に単元末テストや期末テストが
中心であり，その単元で習得すべきスキルの評価が行
われてきた．しかし，米国の CBM の取り組みのよう
に通常教育と特別支援教育（例えば通級による指導）
の教育成果を比較するためには，単元ごとの質的な評
価ではなく CBM のような量的な全体成果尺度が必要
である．
　わが国では，わずかに美坂（2006）が CBM の標準
化を試みてきただけである．美坂は，算数では計算を
国語では視写を用いて，月に 1 度の児童生徒の進捗状
況をモニターした．その結果，算数の計算と視写とも
に発達的な変化を示すことができ，進捗状況をモニ
ターするための方法として有用であることを示唆した．
しかし，美坂の算数の採点方法は，児童が採点するこ
ともあり，問題の正答数のみで評価を行ってきた．月
に 1 度の割合での評価であれば，問題の正答数でも十
分に進捗状況を把握できるが，RTI のように教師の教
え方が妥当なのかどうかを把握するためには，週によ
る進捗状況を把握するために，さらに目の細かな成長
に対して感受性の高い採点方法の開発が必要である．
　一方，米国の算数の CBM は，単に正答数だけでな
く結果としての答えが間違っていたとしてもそのプロ
セスの中で位置と数字が合っていた場合には，それに
ポイントが与えられる．本研究では，美坂の用いた問
題をさらに検討し，米国で用いられている採点方法を
採用するために基礎的な資料を得ることを目的とした．
　以下に米国で用いられている CBM の採点例を示す．
正答は，11×91＝1001 であり，以下の例では誤答で
ある．しかし，計算の途中で，数字と場所が正しいと
ころ（下線部）ではそれをポイントとして換算するこ
とができる．したがって，この問題を正答したときに
は，全部で 8 ポイントを得ることができる．以下の筆
算は誤答であるにもかかわらず，5 ポイントを得るこ
とができる（Tindal & Marston, 1990）．
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く結果としての答えが間違っていたとしてもそのプロ

セスの中で位置と数字が合っていた場合には，それに

ポイントが与えられる．本研究では，美坂の用いた問

題をさらに検討し，米国で用いられている採点方法を

採用するために基礎的な資料を得ることを目的とした．

 以下に米国で用いられているCBMの採点例を示す．

正答は，11×91＝1001 であり，以下の例では誤答であ

る．しかし，計算の途中で，数字と場所が正しいとこ

ろ（下線部）ではそれをポイントとして換算すること

ができる．したがって，この問題を正答したときには，

全部で 8 ポイントを得ることができる．以下の筆算は

誤答であるにもかかわらず，5 ポイントを得ることが

できる（Tindal & Marston, 1990）．

    11
   ×91
    11   2 ポイント

   19    1 ポイント

   1911   2 ポイント

５．本研究の目的 

前述のように，わが国でも通常の学級の中で多様な

ニーズのある児童生徒が増える中で，今後，米国のよ

うなRTIモデルをわが国の学校の教育システムに取り

入れていくことが必要である．しかし，その際に具体

(3)
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5．本研究の目的
　前述のように，わが国でも通常の学級の中で多様な
ニーズのある児童生徒が増える中で，今後，米国のよ
うな RTI モデルをわが国の学校の教育システムに取
り入れていくことが必要である．しかし，その際に具
体的な手立てとして，CBM のように教師が容易に用
いることができ児童生徒の進捗状況をモニタリングで
きる方法の確立が必要である．そこで本研究では，わ
が国で CBM を標準化するために，算数の問題の検討
と米国で用いられているポイントによる採点方法の妥
当性について検討することを目的とした．

Ⅱ．研究 1

1．目的
　研究 1 では，計算の CBM をわが国で標準化するた
めに，CBM の得点を規定している要因を把握し，問
題の違いによる差異を無くすために，美坂（2006）
が作成した小学校 6 年生の 7 題の計算問題の中から，
米国の CBM の採点によって一番難しい問題と一番や
さしい問題を選び，その間に差があるかどうかについ
て検討することを目的とした．

2．方法
1）被検者
　被験者は，研究に協力の得られた大学生と専攻科学
生 44 人（20 歳から 49 歳まで，平均年齢 27.4 歳：女
性 33 人，男性 11 人）であった．
2）算数の問題
　本研究では，美坂（2006）が作成した小学校 6 年
生の問題を用いた．美坂は 6 年生の問題を作成するに
あたって，問題の 60％が当該学年の 6 年生の問題と
なり，残りを下学年の問題（各学年ごとの問題を 3 年
生から 5 年生まで，10％，10％，20％，計 40％）に
成るように作成した．当該学年の問題を 60％入れて
いるのは，当該学年の学習が進行するにつれて正答で
きる問題が増え，学年終了時には，成績が右肩上がり
のグラフに示せることを考えたからであった．美坂は
7 つの問題をこの割合に基づいて作成したが，問題間
に難易度の違いがあると推測された．そこで，正誤だ
けでなく米国式に途中の場所と数字があっているもの
もポイントとして換算する採点方法を用いて 7 つの問
題を評価した．その結果，米国のポイント換算方法で
一番得点の高い問題（研究 1 では No.1）と一番得点
の低い問題（研究 1 では No.2）を選択して検討する
ことにした．なお，No.1 の問題数は 72 問，ポイント
総数は 563 であり，No.2 の問題数は 72 問，ポイント
総数は 515 であった．

3）手続き
　No.1 と No.2 の問題は，A4 版の用紙 1 ページに 18
問ずつ計 72 問を A3 版用紙に両面印刷で 1 枚にまと
まるように印刷した．授業の終了した時間に問題を被
験者に配布し，1 枚目の問題を 3 分間でできるだけ速
く間違えずに解答するように教示した．難しい問題に
ついては飛ばしても構わないと教示した．実施後，5
分間の休憩の後に，2 枚目の問題でも 3 分間でできる
だけ速く間違えずに解答するように教示した．
　No.1 と No.2 の問題の順番は，解答への順番の影響
を減らすために，半数の学生には No.1 の問題から，
残りの半数は No.2 の問題から実施し，2 回目の問題
でそれぞれの問題を入れ替えた．
　採点の仕方は，美坂の用いた正答数と米国の手続き
に基づくポイントの総数による二つの算出方法を用い
た．美坂の方法では，最終的な正答数によって評価し
た．米国の CBM の方法では，最後まで正答していな
くても途中の計算の場所と数字が合っていれば，ポイ
ントが与えられた．途中の計算を省いて正答した場合
でも，途中の計算をしているものと見なして，ポイン
トを算出した．被験者には，二つのテスト終了後に採
点例を示した用紙を配布し，採点の仕方を説明して各
自に採点させた．採点後，解答用紙を回収し，筆者が
指示通りに採点しているかをチェックし，誤って採点
したところは，指示通りになるように筆者が採点をし
なおした．
4）評価方法
　CBM の評価には次の手続きを用いた．
　　①正答数の数
　　②途中の計算のポイントも数えたポイント総数
　　③ポイント総数による被験者内の二つの問題の相

関関係

図 1．正答数による No.1 と No.2 の問題の違い
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　　④ポイント総数による提示順序による違い

3．結果
1）問題の正答数による比較
　美坂の用いた正答数による比較の結果として，問題
ごとの平均と±1 標準偏差を，図 1 に示した．No.1
と No.2 の問題の違いについて，t 検定を行ったところ，
No.1 の問題に比べて No.2 の問題の正答数が有意に多
かった（t （43） =9.61， p<0.001）．
2）ポイント総数による比較
　米国式のポイント総数の評価による No.1 と No.2
の結果は，図 2 に示した．図 2 に示すように，No.1
の問題に比べて No.2 の問題のポイント総数が有意に
高かった（t （43） =5.73， p<0.001）．
3）分布の正規性の検討
　分布の正規性について，No.1 と No.2 それぞれの問
題の正答数とポイント総数について尖度と歪度を求め
たところ，いずれも有意ではなく，正規性は棄却でき
なかった．ポイント総数による度数分布については，
図 3 に示す通りである．
4）No.1と No.2のポイント総数の個人内の相関
　被験者は，5 分の休憩を挟んで No.1 の問題と No.2
の問題を実施した．したがって，両者の相関係数を求
めることによって，CBM が個人内の特性を反映して
いることの信頼性を実証できるに違いない．そこで，
No.1 と No.2 のポイント総数の個人内の相関を求めた
ところ，相関係数は r ＝0.715 （t （42） ＝6.62， p<0.001）
で，有意に高かった．なお，No.1 と No.2 の問題に対
するポイント総数の散布図は，図 4 に示す通りである．
5）問題の解答順序による影響
　結果を分析する中で，最初に解いた問題と 2 番目に

図 2．ポイント総数による No.1 と No.2 の
　　　　　　問題の違い
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解いた問題によってポイント総数に差があることが視
察された．そこで No.1 と No.2 の問題を併せて，1 回
目に行った問題と 2 回目に行った問題とでポイント総
数をまとめたものを図 5 に示す．問題の順番によって
比較したところ，1 回目よりも 2 回目の方が得点が有
意に高いことが示された（t （43） ＝ 5.73， p<0.001）．

4．考察
　本研究の結果から，ポイント総数によって難しい問
題と易しい問題として評価したものを比較したときに，
図 1 に示すように正答数においても，またポイント総
数においても No.1 に比べて No.2 の問題が有意に得
点が高いことが示された．このことは，当該学年の問
題を 5 割にし，残りを下学年のものにするというルー
ルが同じでも，問題の難易度が異なってしまう可能性
があることを示すものである．したがって，問題の難
易度をそろえるためには，ポイント総数をほぼ近いも
のに設定する必要がある．No.1 の問題と No.2 の問題
を比較したときに，No.1 の問題は最初の A4 版 1 枚
の 18 問のポイント数が 144，次の 18 問のポイント数
が 148 と問題の前半にポイントの高い問題続いてい
たのに対して，No.2 の問題は最初の 18 問のポイント
が 110，次の 18 問のポイントが 142 ポイントであっ
たことから，No.2 の問題の方が取り組みやすかった
と推測される．
　また，図 3 に示すように，ポイント総数による度数
分布は正規性が棄却されなかったことから，正規分布
していると考えられ，パーセンタイル順位によって被
験者個人の相対的な位置を把握することができること
から，妥当性をもつと考えられる．さらに，個人内の

No.1 と No.2 の問題における相関も有意であったこと
から，米国でのポイント総数による採点方法は信頼性
があると判断することができる．
　さらに，本研究の中で予想外だったのは，提示順に
よって問題のポイント数に有意な差があったことであ
る．被験者は，本研究で初めて CBM の問題に答えた．
したがって，第 1 回目のときには慣れていなかったも
のが，2 回目になると慣れてきたことによって，この
有意差が出たと考えられる．

Ⅲ．研究 2

1．目的
　研究 1 の結果から，ポイント総数による違いが難易
度を表していることが考えられた．そこで研究 2 では，
問題のポイント総数を同じにしたときに，被験者の解
答した正答数やポイント総数に差が出るかどうかにつ
いて検討することにした．A4 版で作成した 18 問の
問題の計 4 枚を，A3 版に両面印刷で 72 問とし 1 枚
に収まるようにした．したがって，少なくとも A4 版
1 枚あたりのポイント総数が同じになるように設定し
た．仮説として，ポイント総数をそろえることによっ
て，問題間の差は見られないであろうと予想した．

2．方法
1）被験者
　被験者は，研究 1 と同じ大学生と専攻科学生 38 人

（女性 31 人男性 7 人）であった．
2）算数の問題
　ポイント総数が同じになるように設定した 2 つの問

図 6．正答数による No.1 と No.2 の問題の違い
（研究 2）
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題を用いた．No.1 の問題はそれぞれ 18 問（A4 版 1
枚）のポイント総数が 132，143，131，132 の計 538
であった．一方，No.2 の問題は，それぞれ 18 問のポ
イント総数が，137，140，129，133 の計 539 であっ
た．
3）手続き
　手続きは，研究 1 と同じであった．評価方法も研究
1 と同じであり，提示順序による違いについても検討
することにした．

3．結果
1）問題の正答数による比較
　正答数による問題の比較として，問題の平均正答数
と± 1 標準偏差は，図 6 に示す通りである．t 検定を
行った結果，両者の間には有意な違いは示されなかっ
た（t （37） =0.58， ns）．
2）ポイント総数による比較
　米国式のポイント総数による評価による No.1 と
No.2 の結果は，図 7 に示す通りであった．図 7 に示
すように，No.1 の問題と No.2 の問題には有意な差は
なかった（t （37） =1.65， p>0.10）．

3）分布の正規性の検討
　分布の正規性について，研究 2 でも No.1 と No.2
それぞれの問題の正答数とポイント総数について尖度
と歪度を求めたところ，いずれも有意ではなく，正規
性は棄却できなかった．ポイント総数による度数分布
については，図 8 に示す通りである．
4）No.1と No.2のポイント総数の個人内の相関
　被験者は，5 分の休憩を挟んで No.1 の問題と No.2
の問題を実施した．No.1 と No.2 のポイント総数の個
人内の相関を求めたところ，相関係数は，r ＝ 0.745

（t （36） ＝ 6.70， p<0.001）で，有意に高かった．なお，
No.1 と No.2 の問題に対するポイント総数の散布図は，
図 9 に示す通りである．
5）問題の解答順序による影響
　研究 1 と同様に研究 2 でも，ポイント総数におい
て最初に解いた問題と 2 番目に解いた問題によって差
がありそうなことが視察された．そこで No.1 と No.2
の問題を併せて，1 回目に行った問題と 2 回目に行っ
た問題とでまとめたものを図 10 に示す．問題の順番
によって比較したところ，有意な差にまでは至らな
かった（t （37） ＝ 2.66， p>0.10）．

4．考察
　ポイント総数をそろえることで二つの問題の間に差
がないであろうと仮説を立てて実施した結果，仮説通
りに二つの問題の間には正答数とポイント総数の両方
に有意差はなかった．このことからポイント総数をそ
ろえることで，問題間の差をなくすことができると結
論づけることができる．
　また，研究 1 と同様に，解答の順番によって正答数
が異なるかどうか検討したが，統計的には有意水準に

図 10．1 回目と 2 回目の問題の提示順による
ポイント総数の違い（研究 2）
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は達しなかった．したがって，研究 1 では初めて
CBM を実施したために要領を得ず 1 回目の問題での
得点が下がったが，2 回目の問題では要領がつかめた
ためにポイント総数が伸びたと考えられる．研究 2 は
研究 1 よりも約 2 か月後に実施した．研究 1 と研究 2
の得点を比較すると研究 2 の得点が高かったという事
実に基づけば，研究 1 での 1 回目と 2 回目の差はテ
ストへの慣れが大きな要因であったと推測することが
できる．

Ⅳ．総合考察

　本研究の結果から，米国による採点方法を用いるこ
とで問題のポイント総数をそろえることができれば，
CBM の問題間の難易度を統一することができること
が明らかとなった．問題の等質性を保つことができれ
ば，今後はいよいよ通常の学級の児童生徒を対象に，
多人数の母集団で CBM を実施することとなる．多人
数での CBM の実施ができれば，それに基づいて対象
の児童生徒の相対的なレベルを把握することができる．
また，CBM を用いて定期的に進捗状況をモニターす
ることができれば，その成長比によって指導の適切性
を判断することができるであろう．
　Fuchs and Fuchs （1998）は，①特殊教育にかかる増
加するコストの問題と，②マイノリティの児童の特殊
教育の過剰出現の問題などのこれまでのディスクレパ
ンシーモデルの問題点を明らかにし，CBM を用いた
新しい認定方法としての 4 つのフェイズからなる適切
性アセスメントプロセスを提唱している．この方法の
基本的な考え方は，①すべての児童のための通常教育
の可能性を最大にするように試みる，②通常教育での
個々の児童生徒への調整の効果が検討するまで特殊教
育のニーズに関する判断を保留する，③措置の前に学
習を高める特殊教育プログラムを確かめるなど特殊教
育に照会する前の通常教育を高めようとする，ことで
あった．Fuchs and Fuchs （1998）の 4 つのフェイズは，
RTI と重なるところがあり，フェイズⅠでは通常の学
級が十分な教育的環境であるかを評価，フェイズⅡで
は十分な教育環境の中での対象児童の二重の乖離を評
価，フェイズⅢでは通常の学級内での調整が十分に行
われているかを評価し，必要な学習状況に移行するか
を評価，フェイズⅣは特殊教育の有効性の評価となる．
　なおフェイズⅡにおいて評価される二重の乖離とは，
CBM を用いて何週間か（7 から 10 個）のデータポイ
ントによってモニターされた進捗状況により，その子
の同じ学級内での相対的なレベルと，個人内の成長比
の二つから判断することになる．Fuchs and Fuchs

（1998）は，ディスクレパンシーモデルに代わる学習

障害の児童生徒を認定する方法として，CBM による
進捗状況のモニタリングの結果としての二重の乖離か
ら，学習障害の児童を特定する方法を提唱している．
Fuchs and Fuchs （1998）は例として，レベルと成長比
の二つの標準偏差の差からそれぞれ 1.5 標準偏差より
も低いもの（1.5/1.5 基準），レベルが 1.5 低いが成長
比は 1.0 標準偏差低いもの（1.5/1.0 基準），両方とも
1.0 標準偏差低いもの（1.0/1.0 基準）を紹介している．
また Fuchs （2003）は，レベルのみ，傾き（成長比）
のみ，レベルと成長比の二重の乖離で 209 人の母集
団で反応のない児童を比較したときに，レベルのみで
16 人，傾きのみで 24 人，二重の乖離で 9 人であり，
二重の乖離での値が学習障害の出現率と近かったこと
から，二重の乖離による評価が妥当であると述べた．
Fuchs, Fuchs, and Speece （2002）は，二重の乖離モデ
ルを用いた学習障害の特殊教育への認定の統一した構
成概念として，介入に対する反応を二重乖離モデルの
観点からとらえた処遇妥当性モデル（Treatment 
Validity Model）を提唱している．
　したがって CBM は，学習障害児の認定に際して
ディスクレパンシーモデルに代わるアセスメントを可
能にする重要な手立てであろう．わが国においても
CBM が標準化され，CBM に基づくレベルと成長の
二重の乖離の方法が定着できれば，医療機関での診断
に頼らずに教育的な介入への応答（RTI）として，学
習障害かどうかを判断することが可能になるであろう．
本研究で得られた知見は，わが国での CBM の標準化
に向けた基礎的資料を提供するであろう．
　米国の CBM に関する文献を展望する中で，コン
ピュータを活用した CBM が多く報告されるように
なってきた．特に算数においては，計算問題を実施す
ることで結果をグラフ化し，18 までの被減数や繰り
上がりの有無，2 桁，3 桁などの問題のパターンなど
のスキル別の習熟度を示すものが開発されるように
なってきた（例えば，Fuchs, Fuchs, Hamlett, & Stecker, 
1990）．また読みの評価では，声に出して読む課題で
は一人一人の評価者が必要なことから MAZE 課題を
用いることで児童生徒の読みの進捗状況をコンピュー
タによってモニターすることができるようになってき
た（Deno et al. 2008）．そこで今後の CBM のわが国
における標準化に当たっては，計算や MAZE 課題の
ようにコンピュータを活用した CBM の標準化が必要
であろう．
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